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【 第１章 経営戦略の策定及び改定 】 

１－１．下水道事業について 

下水道は、市民の衛生的で快適な生活環境を支え、河川等の公共用水域の水質保全に資するた

め、欠かすことができない公共性、公益性の高い重要な施設です。 
下水道の主な役割としては、汚水の排除（生活環境の改善）、公共用水域の水質保全（水質汚濁

の防止による自然環境の保全）、雨水の排除（浸水被害防止）があります。 
うるま市の下水道は、うるま市汚水処理施設整備構想に基づき、公共下水道事業、農業集落排

水事業、浄化槽の処理区域を定め、効率的かつ効果的な下水道の整備を推進してきました。 
うるま市公共下水道事業は、石川処理区（旧石川市）の単独公共下水道、具志川処理区（旧具

志川市・旧勝連町・旧与那城町）の流域関連公共下水道の２つの処理区を有しています。 
事業開始から令和６年で石川処理区（旧石川市）が５５年、具志川処理区の旧具志川市が３９

年、旧与那城町及び旧勝連町が３５年を経過し、耐用年数が経過した施設の更新時期が順次到来

するなど、施設の老朽化対策に対応する必要があります。 
公共下水道事業は、使用料でサービスを提供する独立採算制を原則としていますが、一般会計

からの補てん収入で収支均衡を図っており、適切な下水道使用料水準の検討が不可欠となってい

ます。 
 今後もサービスを持続的・安定的に提供していくためには、効率的・効果的な下水道整備や経

営に必要な財源確保の検討など、経営健全化への取組が重要です。 
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１－２．経営戦略策定・改定の目的 

「経営戦略」は、各公営企業が将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な

経営の基本計画であり、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上に取り組みます。 
経営戦略の中心となる「投資・財政計画」は、施設・整備に関する投資見通しを推計した「投

資計画」と支出の財源見通しを推計した「財源計画」を構成要素とし、投資以外の経費を含めた

上で収入と支出が均衡するように調整した中長期の収支計画であります。 
本市公共下水道事業の事業計画等を踏まえ、今後の経営見通しを予測しながら、持続的で健全

な事業経営を行うための指針として、「うるま市公共下水道事業経営戦略」を平成３１年３月に策

定しました。 
本経営戦略は策定から５年を経過し、既存の整備計画等を踏まえた「投資・財政計画」の見直

しなど、経営戦略の改定を行うものです。 
 

１－３．計画期間 

本経営戦略の計画期間は、令和７年度から令和１６年度までの１０年間とします。（３０年間の

長期的な収支予測を行った上で、当面の経営状況を踏まえた取り組み施策について検討を行って

います。） 
 
  



3 
 

１－４．前回の経営戦略における取組及び検証 

前回の本市下水道事業経営戦略は、計画期間を令和元年度から令和１０年度とし、目標を下記

のとおり定めています。 
①普及率： 計画期間目標７９．８％以上 
【取組】 

公共下水道整備の推進、合併処理浄化槽の設置促進 
【検証】 

普及率は令和５年度実績で６７．２％となっており、計画期間目標値に対して－１２．６％

となっています。その要因としては、国・県補助金の減少に伴う事業費の減額調整が挙げられ

ます。 
 
②水洗化率： 計画期間目標８０．０％以上 
【取組】 

下水道の情報発信（広報活動）、接続補助金の活用 
【検証】 

水洗化率は令和５年度実績で８２．９％となっており、計画期間目標値に対して＋２．９％

となっています。 
引き続き、市広報誌等による広報活動、接続補助金及び融資あっせん制度の活用推進を含

め、広報活動に取り組んでいきます。 
 
③計画的な建設改良事業の実施 
【取組】 
 公共下水道施設の機能維持（ストックマネジメント計画の策定及び推進） 

 【検証】 
令和 4 年度に策定したストックマネジメント計画等に基づき、下水道施設の機能維持に取り

組んでいきます。 
 

④収入の確保 
【取組】 

下水道接続促進対策、下水道使用料改定検討 
【検証】 

下水道使用料収入は、前回の経営戦略の計画期間令和 2 年度実績約６億５，２８１万円に対

し、令和５年度実績は約８億５、６２５万円となっており、約２億円（約３１%）増加してい

ます。その要因としては、令和４年４月１日の使用料改定や有収水量の増加傾向が挙げられま

す。 
引き続き、定期的な下水道使用料の改定検討、下水道未接続世帯に対する接続促進対策に取

り組んでいきます。 
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⑤経費の縮減 
【取組】 
 効率的な下水道整備の推進、効率的な汚水処理整備手法の選択、効率的な維持管理業務と不

明水対策等による維持管理費の縮減、効率的な汚水処理施設の運営検討（広域化・共同化） 
【検証】 
 汚水処理原価は、前回の経営戦略の計画期間令和 2 年度実績の１５０．０円/㎥に対し、令和

５年度実績は１５０．０円/㎥となっており、増減はありません。 
しかし、汚水処理費用は、令和２年度実績と令和５年度実績を比較すると、約６，７７６万

円（５．９７%）増加。その内訳として、維持管理費が約５，７５７万円（７．２３%）増加、

資本費は約１，０１９万円（３．０１%）増加、資本費のうち、企業債償還金等は１，３９１

万円（２．２%）減少しているものの、維持管理費は、増加傾向で推移しており、引き続き、

効率的な事業経営に努めていく必要があります。 
 

⑥地方債残高（企業債残高）の縮減 
【取組】 
適切な企業債活用 

【取組】 
企業債残高は、前回の経営戦略の計画期間初年度の令和元年度の実績約１１億３１２万円

（元金及び利子）に対し、令和５年度実績は約１０億３，５１１万円（元金及び利子）となっ

ており、約６％減少しています。 
引き続き、ストックマネジメント計画に基づき、投資費用の平準化を図るなど、計画的な企

業債の借入を行っていく必要があります。 
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【 第２章 本市公共下水道事業の現状 】 

２－１．事業面から見た現状 

（１） 事業全体 

本市の公共下水道事業は、単独公共下水道の石川処理区と流域関連公共下水道※1の具志川処理

区として下水道施設が整備されており事業の状況は次に示すとおりです。 
また、令和２年４月１日に地方公営企業法を全部適用し、公営企業会計に移行しました。 
本市の下水道普及率については、令和５年度実績で約６７．２％となっていますが、合併処理

浄化槽や農業集落排水事業を含めた汚水処理人口普及率は８３．９％となっています。 
このことから、公共下水道事業計画区域及び区域内であっても公共下水道の整備が７年以上見

込まれない地域において、合併処理浄化槽設置補助事業を活用し、汚水処理人口普及率の向上に

取り組んでいます。 
表 １ 下水道事業の概要 

 
 
表 ２ 処理区別の行政人口、処理区域内人口等の推移 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※1 流域下水道：流域下水道とは、2 以上の市町村の下水道を処理するため都道府県などが設置した下水道  
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図 １ 行政人口、処理区域内人口等の推移（石川処理区及び具志川処理区の計） 
 

（２） 石川処理区 

石川処理区については、令和５年度の下水道人口普及率は約９７．７％、水洗化率は約９６．

０％で、下水道整備は概成しています。 
 

 
図 ２ 行政人口、処理区域内人口等の推移（石川処理区及） 
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（３） 具志川処理区 

 具志川処理区については、令和５年度の下水道人口普及率は約６０%、水洗化率は７８%で、現

在も整備を進め普及率向上に取り組んでいます。 

 
図 ３ 行政人口、処理区域内人口等の推移（具志川処理区） 
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２－２．財政面から見た現状 

（１） 収支の状況 

令和５年度決算における収益的収支は１５２，７９３千円の黒字、経常収支比率は１００%以

上で推移しています。（表 3・表 4） 
ただし、他会計補助金（基準外）を除くと赤字となっており、一般会計からの補てん収入（基

準外繰入金）で収支不足を補い収支バランスを維持しているのが現状であります。（表 ４、図 
４） 

また、一般会計からの（繰入金）の実績を表 ５、図 ５に示しています。 
 
表 ３ 令和５年度 収益的収支の内訳 
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表 ４ 経常収支比率の推移 

 

 
図 ４ 経常収支比率の推移 
 
表 ５ 一般会計繰入金の推移 

 

 
図 ５ 一般会計繰入金の推移 
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（単位：千円） 

  
 

図 ６ 令和５年度 収益的収支の内訳 
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（単位：千円） 

  
 

図 ７ 令和５年度 資本的収支の内訳 
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次に下水道事業における主要な収入項目の下水道使用料の現状と支出項目である企業債の現状

についての説明です。 
 

（２） 下水道使用料の状況 

①下水道使用料の水準 

下水道使用料の１か月あたりの家庭用使用水量２０㎥（税抜き）の変遷として、平成１７年４

月のうるま市合併当時の使用料月１,０６０円に対し、平成２０年１０月に２９０円増の月１,３５

０円に改定を行い、さらに、令和４年４月に２５０円増の月１,６００円に改定を行ってきていま

す。 
令和４年度末の県内の１１市で比較した場合、家庭用２０㎥当りの料金水準は最上位となって

います。 
  
 
表 ６ 条例上の下水道使用料（１か月家庭用２０㎥あたり）の県内１１市比較 
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②経費回収率の状況 

 経費回収率とは、下水道使用料で回収すべき汚水処理費（公費負担分を除く）を、どの程度下

水道使用料で賄えているかを表した指標です。 
令和４年度末の経費回収率は、６９．６％となっており、県内１１市中６番目に低い状況にあ

ります。 
 
表 ７ 経費回収率の県内１１市比較 

 

 
③水洗化率（下水道接続率）の状況 

 水洗化率とは、現在処理区域内人口のうち、下水道に接続し汚水処理を行っている人口の割合

を表した指標です。 
令和４年度末の水洗化率（下水道接続率）については、８１．８％となっており、県内１１市

中、３番目に低い状況にあります。 
 
表 ８ 水洗化率の県内１１市比較 
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④使用料単価の状況 

 使用料単価とは、年間下水道使用料を年間有収水量で除したものであり、有収水量 1 ㎥あたり

の使用料収入です。 
令和４年度末の使用料単価は、１０５．５円となっており、県内１１市中最も高い状況にあり

ます。 
 

 
表 ９ 実質的な下水道使用料単価の県内１１市比較 

 
 
本市の使用料単価は、県内の市で、最も高いものとなっておりますが、次項に示す全国都市に

おける使用料単価と経費回収率の分布のとおり沖縄県内の市町村の使用料単価の水準が全国に比

べて低いことを踏まえると、今後は普及・接続率の向上や適切な使用料の検討を進めることで収

支を改善し、経費回収率の向上を図る必要があります。 
また、下水道事業における使用料水準の目安について、総務省では現在の使用料単価では汚水

処理原価を回収できない事業においては、まずは使用料単価１５０円/㎥を目標とすることが示さ

れており、令和２年の下水道財政のあり方に関する研究会報告書（総務省）において、下水道経

営の持続可能性の確保、住民負担への影響等を勘案しながら、不断の見直しが必要とされていま

す。 
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■参考 使用料単価と経費回収率の分布 

図 ８に示す図は、全国における使用料単価と経費回収率の分析結果です。縦軸が月２０㎥ 使
用時の使用料で総務省が基準としている１５０円/㎥を、横軸に経費回収率で独立採算を図る１０

０％を中心に設定しています。 
この結果から、沖縄県下の都市のほとんどは第Ⅲ象限（   ）に位置しており、本市も同様

であることが確認できます。 
第Ⅲ象限は「使用料単価も総務省が提唱している１５０円 以下、経費回収率も１００％に満た

ない。使用料値上げの検討等、努力が必要な区分」を意味しています。 
 

 
図 ８ 実質的な使用料単価と経費回収率の分布（令和４年度） 
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⑤汚水処理原価 

汚水処理原価とは、年間汚水処理費（公費負担分を除く）を年間有収水量で除したものであり、有収水

量 1 ㎥あたりの汚水処理費用であります。 

令和４年度末の汚水処理原価（円/㎥）は、１５１．４９円となっており、県内１１市中、２番

目に高い状況にあります。 
本市の汚水処理原価が県内１１市と比較して高い理由として、地形の起伏等によりポンプ場の

数が１１市中１番多いことや、他市に比べ汚水管渠延長が長いことで動力費・減価償却費等の負

担が大きいこと、処理区域内人口密度が１１市中２番目に低いことが考えられます。 
一方、本市公共下水道事業と下水道処理区域内の人口規模及び人口密度が類似する「類似団体

平均値」１５７．３７円と比較して低い状況にあり、類似団体平均値なみの水準にあります。 
 
表 １０ 汚水処理原価の県内１１市比較 

 
 
本市下水道事業の特性 

  

事業名
処理区域内人
口(人)

現在処理区域
面積(ha)

処理区域内人
口密度(人/㎢)

汚水管渠延長
(km)

下水道処理場
(箇所)

ポンプ場
(箇所)

那覇市 310,130 3,520 8,811 592 0 3

宜野湾市 95,696 1,807 5,296 240 0 4

石垣市 15,544 247 6,293 66 1 6

浦添市 111,544 1,597 6,985 258 0 6

名護市 44,195 738 5,988 157 1 2

糸満市 43,108 755 5,710 142 1 0

沖縄市 138,134 2,767 4,992 455 0 4

豊見城市 48,856 564 8,662 136 0 2

うるま市 84,656 1,987 4,260 393 1 11

宮古島市 8,419 242 3,479 43 1 1

南城市 12,382 231 5,360 72 0 3

うるま市の順位
１１市中

４番目に多い
１１市中

３番目に広い
１１市中

２番目に低い
１１市中

３番目に長い
保有

１１市中
１番目に多い

出典：令和4年度地方公営企業年鑑（総務省）
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（３） 企業債について 

企業債については、令和５年度決算において４２０,５００千円の借入を行いました。 
企業債は、施設の建設・改良等に要する資金に充てるための借金であり、企業債を発行するこ

とで、資金負担を平準化することができます。 
企業債は、主に建設改良費に係る財源となっていることから、建設事業量の大小に応じて変動

しますが、将来世代に過度の負担を強いることがないよう、企業債発行額の適切な管理が必要で

す。 
企業債の償還については、これまで実施した公共下水道債の発行に対し、後年度において元利

償還を行うものですが、この企業債の中には資本費平準化債や特別措置分などの企業債の元金償

還に充当することが認められたものがありますが、本市下水道事業の経営健全化を図る上では、

この発行額の抑制を検討する必要があります。 
 

※資本費平準化債とは、下水道事業債の元金償還期限（最長４０年）と下水処理施設の減価償却期間（最長５０年）が

異なっていることから、元金償還と減価償却費との差について、構造的に資金不足が生じるため、当該資金不足を補う

ために、過去に借り入れた企業債の返済に充当することができる企業債であります。下水道資本整備に係る世代間負担

の公平性及び使用者負担の平準化を図る目的があります。 

 

表 １１ 企業債発行額の推移 

 
 

 
図 ９ 企業債発行額の推移 
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表 １２ 企業債償還金の推移 

 
 

 
図 １０ 企業債償還金の推移 
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２－３．経営比較分析表による現状分析 

経営の状態を確認するため、１１つの指標について分析しました。なお、比較対象となってい

る平均値は総務省が示す、処理区域内人口区分、有収水量密度区分、供用開始後年数別区分によ

って定義される、事業状況が近い類似団体における平均値を示しています。 
 

 1) 経常収支比率 

経常収支比率は１００％以上で推移し、収支は黒字であるものの、一般会計からの補てん財源

で賄い収支バランス（黒字）を維持しているのが現状であり、内部留保資金の確保を十分に行え

ていないことが今後の課題となっています。 
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 2) 累積欠損金比率 

累積欠損金比率は０％を下回り、健全な状態にあります。 

 
 

 3) 流動比率 

流動比率は１００％を下回り、類似団体平均値より大幅に低い。更新費用の確保という観点か

ら、適切な使用料の水準を確保し、経常利益を着実に確保する必要があります。 
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 4) 企業債残高対事業規模比率 

企業債残高対事業規模比率は類似団体平均値よりも高い水準にあります。令和５年度は使用料

増額改定に伴い対前年度比率は改善されていることからも、適切な使用料水準の確保とともに、

公共下水道と合併処理浄化槽の整備・促進により、効率的な下水道整備が必要となります。 

 
 5) 経費回収率 

経費回収率は類似団体平均値と比較して低い水準にありますが、令和４年度に使用料を改定し

たことにより大幅に改善しており、対前年度も増加しています。今後も経費回収率の向上を図る

ため、定期的に使用料増額改定を行う予定です。また、経費の節減や経営の効率化に努めるとと

もに、下水道接続促進を継続して取り組む必要があります。 
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 6) 汚水処理原価 

汚水処理原価は類似団体平均値並みです。昨今の物価高騰等社会情勢の変動に影響されやすい

部分もあり、また、施設の老朽化により維持管理費の増加が予測されることも踏まえ、効率的・

効果的な下水道整備とともに、効率的な事業運営が重要となります。 

 
 7) 施設利用率 

施設利用率は類似団体平均値より高い利用率となっています。引き続き不明水量の把握及び不

明水の改善対策に取り組み、施設への負荷軽減に努めます。 
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 8) 水洗化率 

水洗化率は全国及び類似団体平均値より低い水準にあります。昨年度よりも数値は微増したも

のの、今後も継続して接続促進に取り組む必要があります。 

 
 9) 有形固定資産減価償却率 

有形固定資産減価償却率は類似団体平均値よりも低いものとなっています。これは、供用開始

が類似団体よりも遅いためであり、今後数年は類似団体平均値よりも低いと予想されますが、減

価償却率の伸び率が類似団体平均値よりも大きいことから、近い将来は平均値を上回ることが予

想されます。 

  



24 
 

 10) 管渠老朽化率 

管渠老朽化率は２．１８％と類似平均値よりは低いものとなっています。今後は、順次管路が

法定耐用年数を迎え、老朽管渠率は増加していくことが見込まれることから注視する必要があり

ます。 

 

 11) 管渠改善率 

管渠改善率は類似団体平均値よりも低く、対前年度で微減となりました。それでも、管路の老

朽化が進行することが見込まれることから、ストックマネジメント計画に基づく修繕・更新計画

を行うことが必要となります。 
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【 第３章 事業環境の見通し 】 

３－１．使用料収入等の見通し 

（１） 行政人口の推移 

令和５年度末の本市の人口は１２６,４５４人で過年度では増加傾向となっています。本市の将

来人口は「日本の地域別将来推計人口（令和５（２０２３）年推計） 」（国立社会保障・人口問

題研究所）に基づき設定しています。 
この予測に基づくと、将来の人口動態は１０年程度の間は緩やかな増加傾向を示すことが予想

されていますが、令和１７年度をピークとし、以降は減少する見通しです。 
 
 

 
図 １１ 行政人口の実績と予測 
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（２） 処理区域内人口の見通し 

ちゅら水プラン（下水道等整備構想）における将来行政人口と本経営戦略で採用する予測行政

人口の比率による補正率を用いて、処理区域内人口を補正して予測を行いました。 
 
表 １３ 処理区域内人口の見通し 

 
図 １２ 処理区域内人口の見通し    

（３） 有収水量及び下水道使用料収入の見通し 

処理区域内人口の予測値に水洗化率を乗じることで水洗化人口の予測を行いました。水洗化人

口に有収水量の原単位（過年度実績）を乗じることで有収水量の予測を行いました。なお、今後

の取り組み施策による水洗化率の向上を見込んでいます（石川処理区は毎年度＋０．１％、具志

川処理区は毎年度＋０．４％）。 
 
表 １４ 年間有収水量の見通し 

 
図 １３ 年間有収水量の見通し    
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有収水量の予測値に使用料単価を乗じることで使用料収入の予測を行いました。なお、今後の

取り組み施策により、令和８年度、令和１２年度及び令和１６年度に使用料単価の増加を見込ん

でいます。 
 
表 １５ 使用料収入の見通し 

 
図 １４ 使用料収入の見通し    

 
（参考）令和８年度、令和１２年度及び令和１６年度に使用料単価の改定を見込まない場合の使用料収入

の見通し 

 

表 １６ 使用料収入の見通し 
     (料金改定なし) 

 
図 １５ 使用料収入の見通し(料金改定なしの場合)  
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３－２．組織の現状と見通し 

組織体制については、令和２年４月１日の下水道事業の地方公営企業法適用に伴う水道部組織

改編により、上下水道事業の総務・企画・経理部門の統合など、水道事業との業務連携に取り組

んできました。 
令和５年度の下水道に従事する職員数は２７名となっており、下水道の１０年概成（令和８年度

まで）に伴う事業量の増加等や下水道接続件数の増加に伴い、業務量は増加傾向にあります。 
図 １７組織図と職員数は図１７のとおり複数の課・係が連携して組織運営を行っています。 
年齢構成は図 １８のとおり４０歳代が最も多く全体の３８％を占めていますが、一方で図 １

８のとおり下水道事業の勤続年数は１～２年目の職員が１４名と半数以上を占めていることか

ら、熟練職員による技術継承に取り組んでいます。 
また、業務の効率化や経費削減のため、処理場・ポンプ場の施設維持管理業務など、民間委託

を活用し、効率的な組織体制の構築に努めています。 
今後も引き続き、人材育成及び機能的な組織体制の構築に努めます。 

 
図 １６ 職員数の推移 
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図 １７ 組織図と職員数の内訳（令和 5 年度末時点） 
 
 

 
  図 １８ 下水道職員の年齢構成      図 １９ 下水道職員の下水道事業勤続年数 
   （再任用・会計年度任用職員除く）       （再任用・会計年度任用職員除く） 
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【 第４章 経営の基本方針と目標設定 】 

４－１．経営の基本方針 

「快適な生活環境の向上を図り、併せて公共用水域の保全」を図るため、健全で持続可能な事業

運営（健全経営）を経営の基本方針として、以下の施策を示します。 
 
〇 公共下水道の整備推進（普及率の向上） 
〇 水洗化の促進（水洗化率の向上） 
〇 下水道施設の老朽化対策（計画的な改築更新と適切な維持管理の実施） 
〇 経営の健全化（経費回収率の向上） 
 

４－２．基本方針に対する目標 

（１） 公共下水道の整備推進（普及率の向上） 

目標： 普及率を計画期間の１０年間で７３．９％以上へ向上 

（２） 水洗化の促進（水洗化率の向上） 

目標： 水洗化率を計画期間の１０年間で８６．０％以上へ向上 

（３） 下水道施設の老朽化対策（計画的な改築更新と適切な維持管理の実施） 

目標： ストックマネジメント計画に基づく改築、更新、点検、調査、修繕の実施。 

（４） 経営の健全化（経費回収率の向上） 

目標： 経費回収率を計画期間内に１００％へ向上 
 
第５章にて目標達成のための具体的な取り組み施策を記載しています。 
また、（２）水洗化の促進（水洗化率の向上）及び（４）経営の健全化（経費回収率の向上）に

ついては、第８章で示す「経費回収率向上に向けたロードマップ」で詳しく記載しています。  
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【 第５章 公共下水道事業の課題と取り組み 】 

５－１．公共下水道の整備推進（普及率の向上）・水洗化の促進（水洗化率の向上） 

（１） 課題 

課題① 

国より下水道施設の早期概成（令和８年度まで）が求められているが、令和５年度末の公共下

水道事業の普及率は約６７．２％で低い状況にあり課題となっています。 
下水道施設の早期概成に向け、下水道未普及箇所の管路整備には、多額の事業費が必要となる

が、国の補助事業の交付金採択額に影響される等、財源確保も課題となっています。 
 
課題② 

また、本市は、令和４年度末の水洗化率（下水道接続率）は、８１．８％となっており、県内

１１市中、３番目に低い状況にあり課題となっています。令和５年度末の水洗化率（下水道接続

率）は、８２．９％となっています。 
 
表 １７ 普及率と水洗化率 

 
 

（２） 取り組み施策 

課題①に対する取組 

本市ではこれまで、公共下水道整備計画に基づき公共下水道の整備を進めてきました。引き続

き、公共下水道の整備を推進し、普及率の向上に取り組みます。 
また、本市の合併処理浄化槽による汚水処理を含めた汚水処理人口普及率は８３．９%となっ

ています。 
引き続き、合併処理浄化槽区域については、合併処理浄化槽の設置に関する補助制度により支

援を行い、設置促進を図るとともに、適切な汚水処理施設整備の検証に取り組みます。 

・取組①： 普及率を計画期間の１０年間で ７３．９％以上へ向上 

・取組②： 浄化槽と合わせた汚水処理普及率の向上と適切な計画区域の検証 

※ 普及率：汚水処理可能人口／行政人口×１００ 

 

 

 

 

R01 R02 R03 R04 R05
石川処理区 97.6% 97.6% 97.6% 97.7% 97.7%
具志川処理区 59.6% 59.2% 60.1% 59.9% 59.9%
市内計 66.9% 66.5% 67.3% 67.2% 67.2%
石川処理区 95.6% 95.6% 95.8% 96.0% 96.0%
具志川処理区 76.2% 77.0% 75.7% 76.2% 77.8%
市内計 81.6% 82.2% 81.4% 81.8% 82.9%

水洗化率

普及率
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課題②に対する取組 

本市ではこれまで、接続補助金や排水設備設置に係る改造資金融資あっせん制度を設け、水洗

化率の向上に取り組んできました。 
引き続き、うるま市広報やホームページへ掲載し接続を呼びかけるなど、広報活動を行い、水

洗化率の向上に取り組んでいきます。 
 
 

・取組③： 水洗化率を計画期間の１０年間で８６．０％以上へ向上 
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５－２．下水道施設の老朽化対策（計画的な改築更新と適切な維持管理の実施） 

（１） 課題 

事業開始から石川処理区で５５年、具志川処理区の旧具志川市が３９年、旧与那城町及び旧勝

連町が３５年を経過し、耐用年数が経過した施設の更新時期が順次到来するなど、下水道の管路

施設、処理場、ポンプ場等、施設の老朽化が進み、更新費用や修繕費の増加が課題となっていま

す。 
本市は、１１箇所の中継ポンプ場と１箇所の処理場を有しており、これらの施設は機械・電気

設備を有しているため、これらの機器は概ね耐用年数の１５～２５年程度で取替えやオーバーホ

ールなどの点検実施が必要となります。 
管渠についても老朽化に起因する道路陥没による二次災害等を未然に防ぐ必要があります。 

 
 

（２） 取り組み施策 

老朽化対策として、令和４年度に策定した「うるま市下水道ストックマネジメント計画」に基

づき、投資の平準化を図り、施設の計画的な改築更新、点検・調査・修繕を行います。 
 
 

・取組④： ストックマネジメント計画に基づく改築、更新、点検、調査、修繕の実施 

 

※2 ストックマネジメント：下水道事業の役割を踏まえ、持続可能な下水道事業の実現を目的に明確な目標を定め、施

設の状況を客観的に把握、評価し、長期的な施設の状態を予測しながら、下水道施設を計画的かつ効率的に管理する

計画 
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５－３．経営の健全化（経費回収率の向上） 

（１） 課題 

現在、下水道使用料収入は年々増加傾向にあり、令和４年度の料金改定によりさらに増加して

いる状況ですが、近年における物価上昇、賃金水準の上昇や、老朽化する施設の増加により、維

持管理費も増加してきています。 
さらに、本事業における汚水処理費用は固定的な経費が大半を占めるほか、変動的な経費につ

いても水量の多寡に応じる流域下水道への維持管理負担金であるため、汚水処理費の縮減は困難

な状況となっています。 
令和５年度の使用料単価は１０６．８円/㎥となっており、汚水処理原価１５０円/㎥に対する割

合で示される経費回収率は７１．２％となっています。経費回収率は１００％を大きく下回り、

汚水処理に係る費用の約３割を一般会計から補てん収入により賄っている状況にありその縮減が

課題となっています。 
独立採算及び受益者負担の原則を踏まえ、適正な下水道使用料水準を確保するため、経費回収

率１００%を目指す必要がありますが、使用料算定に基づく大幅な使用料の増額改定は、下水道

利用者に急激な負担増となるため今後の課題となります。 
また、下水道使用料収入の更なる確保のため、下水道未接続世帯の解消（水洗化率向上）が課

題となります。 
 
表 １８ 下水道使用料と有収水量、使用料単価の推移 

 
 

表 １９ 使用料単価と汚水処理原価、経費回収率の推移 
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（２） 取り組み施策 

経費回収率の向上を図るため、適切な下水道使用料の水準を確保する必要があります。 
そのため、令和４年４月１日に下水道使用料の改定を実施しました。令和３年度の使用料改定

検討においては、使用料算定に基づく使用料の大幅な改定率に伴う急激な使用者負担は避けるべ

き配慮が必要であり、中長期的な視点で、定期的かつ段階的に使用料改定に取り組むことになり

ました。 
今後は、３年～５年に１回の頻度で、下水道使用料の改定検討を行います。 
また、５－１．で挙げた普及率の向上、水洗化率の向上とあわせて使用料収入を確保すること

でさらなる経費回収率の向上に取り組みます。 
さらに、大口需要者が見込める開発等の下水道区域の整備により、下水道使用料の増収を図り

ます。 
 

・取組⑤： 定期的な下水道使用料の検討及び改定 
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【 第６章 投資・財政計画（収支計画） 】 

６－１．財政収支予測の前提条件 

表 ２０に示すとおりの条件に基づき将来の収支予測を行いました。６－２、６－３で具体的な

投資・財政計画の内容を示しています。 
 
表 ２０ 財政収支予測の前提条件 

 
 
  

予測の前提条件

使用料収入
将来の水洗化人口・有収水量の予測結果により算出。（有収水量×使用料単価）
将来の水洗化人口は処理区域内人口に水洗化率を乗じることで算出。水洗化率は石川
処理区で毎年度+0.1％、具志川処理区で毎年度+0.4％の上昇を見込んでいます。

その他（手数料） 占用料等を一定額計上。

他会計補助金 一般会計繰入金として、実績を踏まえた将来見込みにより算出。

長期前受金戻入 投資実績、将来の建設改良費の見込みにより算出。

経費 実績を踏まえ、物価上昇率を踏まえ予測値を計上。

減価償却費 投資実績、将来の建設改良費の見込みにより算出。

営業外費用 支払利息 借入実績及び将来の借り入れ見込みにより算出。

将来の建設改良費の見込みに応じて、その財源として計上。

一般会計繰入金として、実績を踏まえた将来見込みにより算出。

将来の建設改良費の見込みに応じて、その財源として計上。

対象となる受益者負担金は見込んでいません。

現行の事業計画に基づき計上。

借入実績及び将来の借り入れ見込みにより算出。

項目

収
益
的
支
出

営業費用

資
本
的
支
出

建設改良費

企業債償還費

収
益
的
収
入

営業収益

営業外収益

資
本
的
収
入

企業債

他会計補助金

国(県)補助金

工事負担金
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６－２．投資計画（事業計画） 

（１） 投資計画に係る事業 

 1) 新規整備事業 

公共下水道整備計画に基づき、令和８年度までは下水道の１０年概成に伴う汚水管渠の整備費

用を計上していますが、概成年度が過ぎても普及率の状況を勘案し整備費用を計上しています。 

 2) 改築・更新事業 

 下水道ストックマネジメント計画に基づき、汚水管渠、ポンプ場、処理場、処理場の機械設備

等の改築・更新費用を計上しています。 

 3) 耐震事業 

現行の耐震基準を満たしていない施設について、耐震化を行います。主に、管渠、ポンプ場、

処理場の土木・建築が対象となります。 

 4) 雨水関連事業 

雨水管理総合計画等に基づき、整備費用を計上しています。 
 

（２） 事業費の内訳 

計画期間内における事業費の内訳は以下のとおりです。 
 事業別には、新規事業が下水道の１０年概成に伴い、今後は改築・更新事業が事業費の大部分

を占めていきます。 
また、施設別には時間計画的な更新を行う機械設備の更新の平準化が難しいですが、建物や管

渠は概ね平準化された費用が見込まれています。  
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表 ２１ 事業費の予測と事業内訳 

 
 

 
図 ２０ 建設改良費の予測と事業内訳 
 
  

（単位：千円）

R06
(予算値)

R07 R08 R09 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

新設事業 557,485 563,726 223,731 227,069 228,027 231,426 231,788 232,521 229,355 232,994 233,323

改築・更新事業 194,149 495,547 821,167 848,502 167,747 170,142 383,798 751,555 347,215 278,586 279,900

耐震事業 0 17,779 0 13,216 93,637 122,624 191,192 32,731 0 0 0

161,017 328,000 47,000 747,000 900,000 900,000 720,000 700,000 47,000 300,000 300,000

912,651 1,405,052 1,091,898 1,835,787 1,389,411 1,424,192 1,526,778 1,716,807 623,570 811,580 813,223

※事務費含む

事業費

汚
水
関
連

雨水関連事業

事業名

合計

913

1,405

1,092

1,836

1,389 1,424
1,527

1,717

624

812 813

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

R06

(予算値)

R07 R08 R09 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

（百万円）
事業費の予測と事業内訳

新設事業 改築・更新事業 耐震事業 雨水関連事業
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表 ２２ 事業費の予測と施設内訳 

 

 

 
図 ２１ 建設改良費の予測と施設内訳 
 
  

（単位：千円）

R06
(予算値)

R07 R08 R09 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

698,804 753,937 429,460 386,718 379,603 347,737 348,467 345,832 382,481 349,869 351,084

161,017 328,000 47,000 747,000 900,000 900,000 720,000 700,000 47,000 300,000 300,000

0 189,881 367,167 125,158 80,854 134,255 288,761 384,372 194,089 161,711 162,139

0 0 0 0 28,954 18,348 45,183 0 0 0 0

52,830 133,234 248,271 576,911 0 23,852 124,367 286,603 0 0 0

912,651 1,405,052 1,091,898 1,835,787 1,389,411 1,424,192 1,526,778 1,716,807 623,570 811,580 813,223

※事務費含む

事業費
事業名

合計

処理場（機械設備）

汚水管渠

雨水管渠

ポンプ場（建物）

処理場（建物）

913

1,405

1,092

1,836

1,389 1,424
1,527

1,717

624

812 813

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

R06

(予算値)

R07 R08 R09 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

（百万円）
事業費の予測と施設内訳

汚水管渠 雨水管渠 ポンプ場（建物） 処理場（建物） 処理場（機械設備）
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６－３．財政計画 

下水道使用料収入は、当面の人口動態、普及率及び水洗化率の向上や使用料改定に伴い、増加

傾向で推移する見通しです。経費回収率は増加傾向で推移し、令和１６年度には１００%以上と

なる見通しです。（表 ２３、図 ２２）。 
 
表 ２３ 各種需要量予測と経費回収率の予測 

 

 

 
図 ２２ 経費回収率の予測 

 
 
 
 
 
 
 

実績値

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度令和11年度令和12年度令和13年度令和14年度令和15年度令和16年度

普及率 ％ 67.2 67.6 68.1 68.7 69.4 70.0 70.6 71.2 71.9 72.6 73.3 73.9

水洗化率 ％ 82.9 83.1 83.4 83.7 84.0 84.3 84.5 84.8 85.1 85.4 85.7 86.0

汚水処理原価 円/m3 150.0 156.9 158.1 158.0 157.9 157.5 157.4 157.3 157.2 157.1 157.0 166.9

使用料単価 円/m3 106.8 104.7 106.8 123.6 123.6 123.6 123.6 143.2 143.2 143.1 143.2 167.2

経費回収率 ％ 71.2 66.7 67.5 78.2 78.3 78.5 78.5 91.0 91.1 91.1 91.2 100.2

単位区分
予測値

実績値

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度令和11年度令和12年度令和13年度令和14年度令和15年度令和16年度

行政人口 人 126,454 127,050 127,371 127,549 127,727 127,905 128,084 128,261 128,328 128,394 128,461 128,527

処理区域内人口 人 84,919 85,837 86,755 87,673 88,591 89,509 90,427 91,345 92,263 93,181 94,099 95,017

水洗化人口 人 70,378 71,364 72,369 73,379 74,398 75,423 76,455 77,495 78,541 79,594 80,654 81,721

有収水量 m3 8,020,868 8,238,000 8,517,000 8,641,000 8,790,000 9,200,000 9,328,000 9,457,000 9,610,000 9,716,000 9,846,000 9,978,000

使用料収入 千円 856,249 862,324 909,190 1,068,200 1,086,620 1,137,304 1,153,127 1,353,770 1,375,672 1,390,845 1,409,455 1,668,322

汚水処理費 千円 1,203,122 1,292,436 1,346,616 1,365,203 1,387,541 1,449,031 1,468,223 1,487,567 1,510,517 1,526,417 1,545,917 1,665,117

区分 単位
予測値
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一般会計繰入金は、定期的かつ段階的な下水道使用料改定による使用料収入の増加とあわせ

て、段階的に減少していく見通しです。（表 ２４、図 ２３）。 
表 ２４ 一般会計繰入金の予測 

 

 
図 ２３ 一般会計繰入金の予測 

経常収支比率は、概ね１００％程度で推移する見通しです。これは、収支の不足分を補うた

め、基準外繰入金を計上しているためです。（表 ２５、図 ２４）。 
 
表 ２５ 経常収支比率の予測 

 

 
図 ２４ 経常収支比率の予測 

（単位：千円）

実績値

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度令和11年度令和12年度令和13年度令和14年度令和15年度令和16年度

基準内 320,245 353,158 430,702 429,362 421,114 378,235 370,306 363,066 357,357 359,224 340,562 224,793

基準外 582,652 347,977 426,195 326,793 351,707 312,041 302,532 95,546 93,271 85,928 123,637 27,189

合計 902,897 701,135 856,897 756,155 772,821 690,276 672,838 458,612 450,628 445,152 464,199 251,982

基準外の割合 64.5% 49.6% 49.7% 43.2% 45.5% 45.2% 45.0% 20.8% 20.7% 19.3% 26.6% 10.8%

区分
予測値

320 353 431 429 421 378 370 363 357 359 341 225

583 348 426 327 352 312 303 96 93 86 124
27

903

701
857 756 773 690 673

459 451 445 464
252

64.5% 49.6% 49.7%

43.2% 45.5% 45.2% 45.0%

20.8% 20.7% 19.3%

26.6%

10.8%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

R05 R06 R07 R08 R09 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

基準外の割合（百万円） 一般会計繰入金の推移

基準内 基準外 基準外の割合

実績 予測

（単位：千円）

実績値

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度令和11年度令和12年度令和13年度令和14年度令和15年度令和16年度

経常収益 2,470,376 2,499,191 2,466,989 2,484,289 2,498,995 2,530,269 2,543,032 2,565,926 2,590,187 2,613,642 2,611,044 2,683,035

経常費用 2,317,583 2,495,318 2,466,989 2,484,289 2,498,995 2,530,269 2,543,032 2,565,926 2,590,187 2,613,642 2,611,044 2,610,813

経常収支比率 106.6% 100.2% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 102.8%

区分
予測値

106.6%
100.2%

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 102.8%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

0

700

1,400

2,100

2,800

3,500

4,200

R05 R06 R07 R08 R09 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

（百万円） 経常収支比率の推移

経常収益 経常費用 経常収支比率

実績 予測
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下水道使用料（２０㎥あたり）は、令和８年度と令和１２年度、令和１６年度において改定を

見込んでいるため、それぞれ増加する見通しです。（表 ２６、図 ２５）。 
 
表 ２６ 下水道使用料（２０㎥あたり）の予測 

 
 

 
図 ２５ 下水道使用料（２０㎥あたり）の予測 
 

６－４．財政収支予測 

これまでの基本的な目標や課題の検討を踏まえた財政計画は、次頁以降に示す投資・財政計画

（収支計画）のとおりとなります。 
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●収益的収支 
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●資本的収支 
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供用開始年月日 昭 和 49 年
処理区域内人口 84919人（令和５年度末）
計算期間 自令和7 年4 月至令和 17年３月

（10年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円
856,249 1,255,251 1,255,251

0 0 0
117,720 143,336 143,336
973,969 1,398,586 0 1,398,586

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円
15,903 19,307 0 19,307

諸 手 当 11,072 12,411 0 12,411
福 利 費 4,714 6,065 0 6,065

2,044 3,095 0 3,095
0 0 0 0
0 0 0 0

60,064 76,102 11,290 64,813
27,903 45,229 10,369 34,860

121,700 162,208 21,659 140,549
給 料 0 0 0 0
諸 手 当 0 0 0 0
福 利 費 0 0 0 0

31,645 39,458 0 39,458
1,010 2,868 0 2,868

39 51 0 51
0 0 0 0

86,187 95,917 0 95,917
7,790 7,275 0 7,275

126,671 145,569 0 145,569
給 料 15,557 17,092 0 17,092
諸 手 当 9,430 9,979 0 9,979
福 利 費 4,704 5,080 0 5,080

16,570 22,708 0 22,708
1,470 1,992 0 1,992

2 62 0 62
4,376 5,372 0 5,372

114,318 169,547 0 169,547
4,630 5,264 0 5,264

171,057 237,097 0 237,097
給 料 40,339 26,874 0 26,874
諸 手 当 23,451 15,790 0 15,790
福 利 費 12,056 8,942 0 8,942

296,111 331,893 28,211 303,682
53,503 99,050 0 99,050
65,546 78,711 40,828 37,883

491,006 561,260 69,039 492,221
151,051 131,772 36,498 95,274
435,662 546,569 126,249 420,320

0 0 0
586,713 678,341 162,747 515,594

1,497,147 1,784,475 253,445 1,531,030

0
1,531,030

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 81.99
＜使用料水準についての説明＞

使 用 料 (X)

原価計算表

収　入　の　部

項 目
金　　　　　　　　額

受 託 工 事 収 益
そ の 他
合 計

支　　出　　の　　部

項 目
金　　　　　　　　額

管
渠
費

人
件
費

給 料

修 繕 費
材 料 費
路 面 復 旧 費
委 託 料
そ の 他

小 計

ポ
ン
プ
場
費

人
件
費

動 力 費
修 繕 費
材 料 費
薬 品 費
委 託 料
そ の 他

小 計

処
理
場
費

人
件
費

動 力 費
修 繕 費
材 料 費
薬 品 費
委 託 料
そ の 他

小 計

小 計
一

 

般

 

管

 

理

 

費

人
件
費

流域下水道管理運営費負担金
委 託 料
そ の 他

小 計
資
本
費

支 払 利 息
減 価 償 却 費
企 業 債 取 扱 諸 費

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）
使 用 料 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

令和16年度に経費回収率が100％となるように、令和8年度、令和12年度及び令和16年度に使用料改定による使用料単価の増加を見込んでい
ます。

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは、当分の間、その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場合に、使
用者負担の期間的公平等を確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るもの）を、適正かつ
効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「下水道使用料算定の基本的
考え方（2016年度版）」（公益社団法人日本下水道協会）を参考に、所有している資産の規模、経営環境等の実情に応じ、料金算定に適切に反
映すべき費用を記載すること。
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【 第７章 投資・財政計画に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 】 

７－１．今後の投資についての検討事項 

（１） 広域化・共同化・最適化に関する事項 

①汚水処理施設の統廃合 

本市は、単独公共下水道の石川処理区（石川終末処理場）と県流域公共下水道の具志川処理区

（県の具志川浄化センター）として下水道施設が整備されています。 
効率的な事業運営を図るため、石川終末処理場については、沖縄県が主体となる「広域化・共

同化計画」において、県流域下水道への統廃合を検討します。 
②維持管理・事務の共同化 

「広域化・共同化計画」において、維持管理業務の共同化の検討に取り組みます。 
 

７－２．投資以外の経費についての検討状況等 

（１） 民間活力の活用に関する事項 

維持管理費の削減や組織の運営基盤強化、災害対策といった課題について、今後も対策を検討

していく必要があります。 
具体的には、物価上昇や賃金上昇の影響により、財政状況がますます厳しくなる中、本市で

は、老朽化施設の維持管理や危機管理体制の強化、新規整備と改築更新事業の推進、耐震化事業

等による施設の耐震化といった事業が同時並行で進んでおり、限られた職員数で事業執行を行っ

ているため、適切な事業執行が困難となる場合があります。 
このような状況において、経営基盤や運営基盤の強化を目的として、効率的、効果的な事業経

営を行うため、複数の業務や施設を包括的に委託する包括的民間委託等の民間活用を検討しま

す。 
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【 第８章 経営戦略策定後の検証・更新（モニタリング） 】 

８－１．モニタリングの考え方 

経営戦略に基づく事業の推進に当たっては、ＰＤＣＡサイクルに基づき、各種施策の実施進捗

等を毎年度確認するとともに、概ね 年毎に蓄積した問題点や改善点を踏まえ本計画を見直してい

くことで、経営の効率化や安定的な事業運営を図ります。 
また、市内の人口や流入汚水量の動向・事業の経営状況・国庫補助の状況等、様々な情勢を鑑

みて、必要に応じて本戦略の見直しを行います。 
 

 

８－２．モニタリング手法 

本経営戦略の達成状況を確認するため、収支計画の予測値と実績値を、財務諸表（貸借対照

表、損益計算書及びキャッシュフロー計算書）をもとに比較することでモニタリングを実施しま

す（表 ２７）。 
なお、モニタリングの結果、予測が悪化する場合は、原因分析を行い、次年度以降の改善につ

なげていきます。 
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表 ２７ 財務諸表におけるモニタリング（例） 
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８－３．経費回収率向上に向けたロードマップ 

国⼟交通省「下⽔道事業における収⽀構造適正化に向けた取組の推進について(令和２年７⽉２２⽇)」に
基づき、下⽔道事業における経費回収率の向上に向けたロードマップを以下に⽰します。 

（１） ロードマップ 

経費回収率向上のため、安定した収⼊の確保、⽀出の適正化を図っていきます。 

収⼊の確保では、下⽔道使⽤料⾦の改定、⽀出の適正化ではストックマネジメント計画に基づく投資事業
費の平準化を⾏います。また、４年から５年に⼀度の経営戦略の⾒直し（改定）に合わせ、ロードマップの
検証・⾒直しを⾏い経費回収率の向上を図ります。 

 

表 ２８ 経費回収率向上に向けたロードマップ 

 

（２） 業務目標 

 1) 計画期間 

 令和７年度〜令和１６年度（１０年間） 

 2) 取組内容 

 経営戦略の定期的な⾒直し及び下⽔道使⽤料の⽔準の検討・改定 

 ⽔洗化率向上による下⽔道使⽤料収⼊の増収 

 ストックマネジメント計画に基づく投資事業費の平準化 

 3) 業務目標 

 令和１６年度の経費回収率１００．０％確保 

 令和１６年度の⽔洗化率８６．０％以上確保 

 

 

 

 

R06 R07 R08 R09 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

現行

見直し ◎ ◎ ◎

計画期間

検討

審議会 ◎ ◎ ◎

改定 ◎ ◎ ◎

経費回収率 66.7% 67.5% 78.2% 78.3% 78.5% 78.5% 91.0% 91.1% 91.1% 91.2% 100.2%

水洗化率 83.1% 83.4% 83.7% 84.0% 84.3% 84.5% 84.8% 85.1% 85.4% 85.7% 86.0%

業績目標

使用料の検討・改定

ストックマネジメント
計画

経営戦略

水洗化の促進

経営戦略 計画期間（令和６年度改定）

使用料改定の検討

年度

項目

第２期（令和4年度～令和9年度）

使用料改定の検討 使用料改定の検討

水洗化の促進

第３期（令和10年度～令和14年度） 第４期（令和15年度～）
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（３） 経費回収率及び水洗化率の推移 

 1) 経費回収率 

本市は令和４年４月１日に下水道使用料を改定し、経費回収率が令和３年度５８．６８％から

令和４年度６９．６５％へと１０．９７％向上しましたが、それでもなお、汚水処理費用の３割

を一般会計からの基準外繰入金に依存している状況です。 
下水道事業の運営は独立採算及び受益者負担が原則であり、経費回収率が１００％以上になる

ことを目標に、５年程度に一度は使用料水準の見直しを行い令和１６年度には経費回収率１０

０％を目指します。 
 また、未接続世帯への戸別訪問や接続補助金及び融資斡旋制度の活用を推進し、接続率の向上

と下水道使用料の増収を図り経費回収率の向上に努めます。 
 
表 ２９ 経費回収率の予測 

 

 
図 ２６ 経費回収率の予測 
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 2) 水洗化率の推移 

本市の下水道整備は今後も実施していく予定であり（普及率向上）、経営戦略期間内における本

市の行政人口は微増傾向であることから処理区域内人口は増加していきます。 
なお、過年度実績を考慮すると水洗化人口も増加していくと予測され、水洗化率は令和７年度

から令和１６年度にかけて２．６％増加する見込みです。 
 
表 ３０ 水洗化率の予測 

 

 

図 ２７ 水洗化率の予測 
 
  

R03
(決算値)

R04
(決算値)

R05
(決算値)

R06
(予算値) R07 R08 R09 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

水洗化人口(A)(人) 68,796 69,207 70,378 71,364 72,369 73,379 74,398 75,423 76,455 77,495 78,541 79,594 80,654 81,721

処理区域内人口(B)
(人) 84,554 84,656 84,919 85,837 86,755 87,673 88,591 89,509 90,427 91,345 92,263 93,181 94,099 95,017

81.4% 81.8% 82.9% 83.1% 83.4% 83.7% 84.0% 84.3% 84.5% 84.8% 85.1% 85.4% 85.7% 86.0%

※R03-05は決算値

水洗化率
(A/B×100)

年度
項目

81.4% 81.8% 82.9% 83.1% 83.4% 83.7% 84.0% 84.3% 84.5% 84.8% 85.1% 85.4% 85.7% 86.0%
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